
  

■財務の説明 

１．資金収支計算書概要 

      収入の部合計は予算比６,１８０万円増の７３億５,３７６万円、支出の部の翌年度繰越

支払資金については予算比６億７,３８９万円増の３８億６,１２８万円となりました。 

なお、主要な科目の説明は次のとおりです。 

【収入の部】 

(1) 学生生徒等納付金収入は予算比２３０万円減の２８億５７８万円となりました。 

授業料、入学金、施設費、教育充実費が主な収入です。 

(2) 手数料収入は予算比２９万円増の３,１１３万円となりました。 

  入学検定料が主な収入です。 

(3) 寄付金収入は予算比５万円増の１０３万円となりました。 

  一般寄付金が主な収入です。 

(4) 補助金収入は予算比６,０２３万円増の３億７,１１４万円となりました。 

  私立大学等経常費補助金、授業料等減免交付金が主な収入です。 

(5) 資産売却収入は予算よ同額の２億円となりました。 

有価証券の売却が主な収入です。 

（6）付随事業・収益事業収入は予算比３００万円減の１億３,２９８万円となりました。 

医療収入が主な収入です。 

(7) 受取利息・配当金収入は予算比９９万円増の１,５００万円となりました。 

受取利息や配当金が主な収入です。 

(8) 雑収入は予算比５１３万円増の 1,３９８万円となりました。 

私立大学退職金財団交付金、その他の雑収入が主な収入です。 

(9) 借入金等収入は未計上。 

(10) 前受金収入は予算比９１４万円増の４億８,９５４万円となりました。 

授業料前受金、入学金前受金、教育充実費前受金が主な収入です。 

【支出の部】 

(1) 人件費支出は予算比２,２９７万円減の１８億３,１８８万円となりました。 

教員人件費、職員人件費、役員報酬、退職金の支出です。 

(2) 教育研究経費支出は予算比８,７４１万円減の７億２,９２８万円となりました。 

教育研究活動に要する経費で、消耗品費、教材費、光熱水費、旅費交通費、奨学費、

修学支援奨学費、修繕費、賃借料、報酬手数料、業務委託費などが主な支出です。 

(3) 管理経費支出は予算比４,８９２万円減の３億４,４８１万円となりました。 

教育研究活動以外の活動に要する経費で、学生募集、総務・人事・財務・経理、教職

員の福利厚生、教育研究活動以外に使用する施設などに必要な経費です。 

(4) 借入金等利息支出は予算比微減の２５６万円となりました。 

借入金等に係る利息を支払う支出です。 



  

(5) 借入金等返済支出は予算と同額の１億６,０００万円となりました。 

借入金等に係る元本を返済する支出です。 

(6) 施設関係支出は予算比７１８万円減の３,９８８万円となりました。 

土地、建物、構築物などが主な支出です。 

(7) 設備関係支出は予算比６７５万円減の９,０４７万円となりました。 

機器備品、図書、車両、ソフトウェアなどが主な支出です。 

(8) 資産運用支出は予算比４億９,９５５万円減の１,６４７万円となりました。 

有価証券購入支出、第４号基本金引当特定資産繰入支出、退職給与引当特定資産繰入

支出などが主な支出です。 

 

 

２．活動区分資金収支計算書概要 

教育活動による資金収支については、教育活動資金収入計が３３億４,６１３万円、教育

活動資金支出計は２９億５９８万円、差引４億４,０１５万円に調整勘定等９,５６６万円

を加えました教育活動資金収支差額は５億３,５８１万円となりました。 

施設整備等活動による資金収支は、施設整備等活動資金収入計が９９１万円、施設整備

等活動資金支出計は１億３,０３５万円、差引△１億２,０４４万円に調整勘定等８,１８０

万円を加えました施設整備等活動資金収支差額は△２億２２４万円、教育活動資金収支差

額に施設整備等活動資金収支差額を加えました小計は３億３,３５７万円となりました。 

その他の活動による資金収支は、その他の活動資金収入計が２億２,２８７万円、その他

の活動資金支出計は３億８,５９１万円、差引△１億６,３０３万円に調整勘定等０円を加

えましたその他の活動資金収支差額は１億６,３０３万円となりました。 

小計（教育活動資金収支差額＋施設整備等活動資金収支差額）にその他の活動資金収支

差額収支差額を加えました支払資金の増減額は１億７,０５３万円となりました。支払資金

の増減額に前年度繰越支払資金３６億９,０７４万円を加えました翌年度繰越支払資金は

３８億６,１２８万円となりました。 

 

 

３．事業活動収支計算書概要 

教育活動収支は学校法人の本業の収支となります。教育活動収入計は予算比６,０９５万

円増の３３億４,６６８万円、教育活動支出計は予算比１億５,８４９万円減の３３億   

１,３３０万円となり、教育活動収支差額は予算比２億１,９４４万円増の３,３３７万円と

なりました。 

教育活動外収支は主に受取利息・配当金と借入金等利息の収支となります。教育活動外

収入計は予算比９９万円増の１,５００万円、教育活動外支出計は予算比微減の２５６万円、

教育活動外収支差額は予算比１００万円増の１,２４３万円となり、教育活動収支差額に教



  

育活動外収支差額を加えました経常収支差額は予算比２億２,０４５万円増の４,５８０万

円なりました。 

特別収支は教育活動収支と教育外収支以外の収支で、主に資産の売却や処分についての

収支となります。特別収入計は予算比５００万円増の１,４９１万円、特別支出計は予算比

（予備費３９９万円を使用）微減の３９９万円、特別収支差額は予算比５００万円増の  

１,０９２万円となりました。 

経常収支差額に特別収支差額を加ました基本金組入前当年度収支差額は、予算比２億 

６,５８８万円改善し、５,６７２万円、基本金組入額合計△２億２,８９３万円を差し引き

ました当年度収支差額は予算比２億９,８３０万円改善し、△１億７,２２０万円となりま

した。前年度繰越収支差額△１７億１７８万円を加えました翌年度繰越収支差額は△１８

億７,３９８万円となりました。 

（参考）事業活動収入計は、教育活動収入計、教育活動外収入計、特別収入計の合計額

で、全ての収入の合計となっており、予算比６，６９５万円増の３３億７,６６０万円とな

りました。事業活動支出計は、教育活動支出計、教育活動外支出計、特別支出計の合計で

全ての支出の合計となっており、予算比１億９,８９３万円減の３３億１,９８７万円とな

りました。 

※事業活動収支計算書科目の説明 

・寄付金には、資金収支計算書における寄付金に加え、現物寄付金が計上され、うち施

設設備分は特別収支に計上されます。 

・補助金のうち施設設備分は特別収支に計上されます。 

・人件費は、資金収支計算書における退職金支出とは異なり、退職給与引当金繰入額が

計上されます。 

・教育研究経費には、資金収支計算書の支出に加え、減価償却額が計上されます。 

・管理経費には、資金収支計算書の支出に加え、減価償却額が計上されます。 

・徴収不能額は、未収入金や貸付金などの債権について徴収不能の見込み額を徴収不能

引当金に繰り入れていない場合に、当該年度で徴収不能となった金額です。 

・資産売却差額は、資産を売却したときの益ですが、具体的には有価証券などを売却し

た際に帳簿価額を上回った場合は、その上回った額が益として計上されます。 

・資産処分差額は、資産を処分したときの損ですが、具体的には建物、機器備品、図書

などを除却した際に、その帳簿価額が損として計上されます。また、有価証券などを

売却した際に帳簿価額を下回った場合も、その下回った額が損として計上されます。 

・基本金組入額合計は、学校法人が諸活動の計画に基づく必要な資産（土地、建物、機

器備品、図書、現金預金など）を保持し、これを維持するために事業活動収入のうち

から、基本金に組み入れます。 

 

 



  

４．貸借対照表概要 

【資産の部】 

固定資産は９７億９,４４４万円（有形固定資産８８億３,４４７万円、特定資産８億  

１,７０９万円、その他の固定資産１億４,２８６万円）となり、流動資産５３億１,３９９

万円を加えました資産の部合計は１５１億８４３万円となりました。 

【負債の部】 

固定負債は１２億９,７０９万円、流動負債は８億４,２３９万円、負債の部合計は２１

億３,９４８万円となりました。 

【純資産の部】 

基本金は１４８億４,２９３万円、繰越収支差額は△１８億７,３９８万円、純資産の部

合計は１２９億６,８９５万円となりました。 

負債及び純資産の部合計は１５１億８４３万円となりました。 


